Why \u27Appropriate Technology\u27 Thinking is needed in the Modern Technological Society by 堀尾 正靱
－ 163 －
地球環境問題の解決に向けたアプローチ人間科学研究　第26巻 第２号　163－179（2013）
特 別 寄 稿
a 龍谷大学政策学部教授（東京農工大学名誉教授） （Department of Policy Science, Ryukoku University (Emeritus　
Professor of Tokyo University of Agriculture and Technology)）
b 早稲田大学W-BRIDGEプロジェクト代表代行 （Deputy Director, Waseda University W-BRIDGE Project）
現代技術社会においてなぜ「適正技術」思考が必要か
堀　尾　正　靱ａ,ｂ
Why ‘Appropriate Technology’ Thinking is needed in the Modern Technological 
Society
Masayuki Horio a，b
（a Department of Policy Science, Ryukoku University（Emeritus Professor of Tokyo 
University of Agriculture and Technology）, and  b Deputy Director, Waseda University 
W-BRIDGE Project）
Abstract
　現代技術は、その利便性で社会のすべての領域に支配力を及ぼしている一方で、各種の技術災害を引き起
こしており、技術の適正性・正当性への疑いが各種の局面で提起されている。本稿では、まず、これまでの、
主として途上国支援を主題とした適正技術に関する議論を簡単に振り返り、その意図する内容が今や先進諸
国においても必要な思考法であることを確認する。そのうえで、技術の本質的規定から出発して、技術の社
会性についての考察と、関連する二、三の事例検討を行い、これらに基づいて、先進国・途上国とを問わず「適
正技術」に普遍的に求められる要件を地域適合性と公正性と定義する。最後に、技術の適正性の評価や新技
術の見分けなどを民主的に進めるための、社会的制度的枠組みについて述べる。
　Modern technology, that dominates almost all aspects of the society with its convenience, has been causing a variety 
of technical disasters. And the issue of its appropriateness and legitimacy has been questioned in many situations. In 
this article the previous thinking on appropriate technology mostly focused on developing countries is reviewed to 
confirm such thinking is also valid and necessary in developed countries. Then, starting from an essential definition of 
technology and reviewing the social aspects of technology with some case studies, a set of universal requirements for 
‘appropriate technology’ is defined as fitness to local situations and fairness including sustainability. Finally, discussions 
are made on institutional structures necessary to democratically review and reshape technologies as well as to evaluate 
new technological proposals from the view point of ‘appropriate technology’.  
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１．はじめに
　現代は、科学技術の成果が社会の物質代謝活動（エ
ネルギー・資材・食糧供給、それらの消費に基づく
生産・再生産・リサイクル・廃棄活動等）を、また
その制御系統を、すみずみにまでわたって支えてい
る時代である。とくに先進国は、システムのトラブ
ルが即生活への重大な脅威となる「リスク社会」の
時代に入っている。先進国（欧米、日本、韓国等）
においては、科学技術への期待感は、もはや、百年
前の人々が持っていたような単純明快なものではな
く、食品安全から原子力まで、脅威の感覚を伴う複
雑なものとなっている。途上国には、中国やインド
のように先進諸国のたどった近代化の道を急速に追
い上げる姿勢を取り、しかも自主技術の構築体制を
強化しつつある国々、そのような意志は持ちつつ、
テイクオフの段階に少しづつ近づきつつある国々
（タイ、ベトナム、マレーシア、インドネシア等）、
そして、そのような展望を持たない国々が含まれる。
いまテイクオフしつつある国々やテイクオフを待っ
ている国々においては、科学技術に対する肯定的な
理解や強いあこがれが、その否定面の認識も伴いつ
つ存在しているといえよう。
　科学技術は、現代における軍事技術の基礎でもあ
り、また経済力とも深くかかわるため、国際的なパ
ワーバランスに大きく影響する。先進諸国における
科学技術イノベーションは、南北問題や国内貧困問
題の再生産にも寄与する構造になっているともいえ、
途上国への経済支援や技術供与も、「先進国企業の
市場としての途上国」という構造を再生産するもの
に近い。
　このような中で、技術に対する途上国の自律性
を尊重する立場から、途上国に適した技術は、先
進国型の先端的技術ではなく、途上国のおかれて
いる状況において人々が主体的にその技術をハン
ドリングできるような技術であるという問題提起
が、エルンスト・シューマッハーによって「中間技
術（intermediate technology）」の名のもとに行
われた（Schumacher（1973））。シューマッハー
はすでに1955年ビルマ大統領の要請でその経済顧問
として赴任したころから「在来の大型技術の代わり
に身の丈の中間技術を」（小島、邦訳上掲書、p.390）
という助言を行っており（受け入れられなかった
そうであるが）、途上国の支援を行っている一部の
人々の間にはその影響力が及んでいったものと考
えられる。著者は70年代中盤に名古屋で行われた
途上国技術支援の国際会議で初めてパプアニュー
ギニアやインドにおける適正技術（Appropriate 
Technology）としてのバイオマス・ガス化技術の
講演に接し、わが国大企業が輸出しようとしていた
重装備のガス化技術とのあまりの違いに驚いたこと
がある。
　そもそも、著者が学生生活を送った1960年代にお
いては、まだ激しい労働運動が部分的にもせよ存在
しており、公害問題についても、水俣病有機水銀説
の発表（1959）、胎児性水俣病の公式確認（1961）、
新潟水俣病公式確認（1965）など、対立が高まりつ
つある段階であった。企業への就職は、工学系の学
生にとって、労使対立や公害排出の中で設備技術に
従事することであり、否応なく資本の側に立たされ
ることであった。倫理的にそれを潔しとせず、労働
運動などにのめり込む人々もみられた。したがって、
その時代は、過酷な資本-労働関係や資本-住民関係
の中で、労働安全や、公衆衛生に配慮のない粗野な
工業生産至上主義に特有の技術が、資本主義国でも
社会主義国でも展開しており、その実態が、資本主
義国では、「資本主義の問題」という形でようやく
意識され始めていたころであった。そのような時代
に、技術のあるべき姿を論じていた星野芳郎らは現
代技術史研究会を組織し、『自然科学概論』全三巻（武
谷三男編、勁草書房；第１巻「科学技術と日本社会」
（1962）、第２巻「現代科学と科学論」（1960）、第３
巻「科学者・技術者の組織論」（1963））や機関誌「技
術史研究」などの刊行を行っていた。自然科学概論
第３巻では社会主義における技術の姿がかなり美化
して描かれていた。当時の議論では、しばしば、ソ
連における技術が、公害を出さず、また労働者にや
さしい操作性を持っているなどの説明があった。ま
た、中国についても、毛沢東の大躍進における土法
高炉やアンモニア合成と肥料製造技術が農民や大衆
と手をたずさえた自力更生の技術開発として美化さ
れていた。
　その後、1970年代中葉の英国では、ルーカス
宇宙産業社での、1969年以降の労働争議の延長
線上で、労働党政権時代（76－79年）の1977年
に、CAITS （Center for Alternative Industrial 
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& Technological System）が「現場労働者と科
学技術者によって」組織され、再エネ、人工臓器、
代替交通システムなどの代替技術（Alternative 
Technology）の開発が提案され部分的な実施が試
みられた。サッチャー政権によってその動きは止め
られたようであるが、先端的宇宙技術企業の不況に
よる解雇に対する労働争議の中から、経営戦略の代
替案が出され、そこに今日代替エネルギー時代に重
要と考えられている技術商品が多数提案されたとい
うことは興味深い（この様子は、里深文彦（1985）
によってくわしく紹介されている）。
　このような意味での代替技術への潮流は、同じこ
ろ『ソフトエネルギーパス―永続的平和への道』（エ
イモリー・ロビンス、時事通信社、室田 泰弘, 槌
屋 治紀訳、1976）によっても開拓されていた。
　とくに途上国において、またおそらくは先進国に
おいても、技術の在り方に「もうひとつの道」があ
るのではないかという議論は、以上のように、1960
年代後半から70年代後半にかけて人々の間で議論さ
れた考え方であった。そのような考え方は、それぞ
れ主眼点は少しずつ異なるものの、途上国支援のあ
り方を軸として、OECD（経済協力開発機構）や
UNIDO（国連工業開発機構）、ILO（国際労働機関）
などでも適正技術（Appropriate Technology）
として取り上げられることになった。
　田中　直（2001）によれば、OECDのニコラス・
ジェキエの論は、「その技術が利用される地域の社
会的文化的環境への適合性と、技術を受け入れる側
が単に一方的な受容者にとどまるのでなく何らかの
革新をもたらすようなシステムの創出とを重視」し
たものであった。また、UNIDOの1975年の第２回
総会決定における適正技術論は「発展途上国の工業
化をいかに達成するかという問題意識に沿って論じ
られ、近代的な先進技術を扱う工業と、それとは異
なる技術を必要とする地方分散的工業との有機的
結合を重視するところに特徴がある。」一方ILOは、
「人々の最低限の欲求を満たし、雇用を創出するた
めの技術として適正技術をうたっている。これは「よ
り多くの民衆の雇用を生み出すためにはどのような
技術が必要か」というシューマッハーの第一の定義
に類するものである」（以上田中、上掲書）。
　しかし、適正技術という語に含まれる意味の多様
化・複雑化の一方、世界は、この20年以上にわたり、
途上国を含めて先進的技術による近代化の推進の方
向に向けて大きく踏み出し、適正技術によるもう一
つの近代化といった問題設定は影をひそめてきた。
　アメリカ機械学会（ASME）では、アメリカ化
学工学会（AIChE）、電気電子工学会（IEEE）、原
子力学会（ANS）などの共同出資で学部３、４年
生をワシントンDCに夏季９週間滞在させ、技術と
公共政策の相互関係や、連邦政府の役人がどのよう
に複雑な技術政策の意思決定を行っているかを知
り、さらに、技術者・工学者がどのように立法や規
制についての政策決定に貢献できるかを学ぶための、
インターンシッププログラムWISE（Washington 
Internship for Students of Engineeringプログ
ラム）を実施している。WISEプログラムの講師
である、Leland（2011）は、「ピラミッドの底辺
からの開発（Development from the Bottom 
of the Pyramid）」と題する論考で、関係者への
インタビューも行ったうえで、これまでの途上国
支援の考え方を批判的に回顧し、オバマ政権のも
とでUSAID（米国国際開発庁）が進めているイ
ニ シ ァ テ ィ ブDIV（Development Innovation 
Ventures）の新しさを説明している。この中で、
Lelandは、USAIDはもとより、DOE（エネルギー
省）、EPA（環境保護局）、NSF（米国科学財団）
などのファンディングにも取り入れられた適正技術
の理念が1980年代以降急速に失速したことの原因と
教訓を以下のように列挙している：
・技術拡散とロジスティックの重要性（適正技術の
普及や部品等の調達をピラミッドの底辺の消費者
に任せてしまうことは実際的ではない。今後のプ
ログラムでは、プロジェクトの設計段階からこの
ことを認識して計画が立てられるべきである。）
・適正技術の設計と普及に地域コミュニティが参加
することの重要性（これまでの適正技術推進組織
は、あまりにもしばしば、対象とするコミュニティ
に現存する予測不能な制約条件によって失敗して
きた）。 
・製造が分散的に行われる状況では品質管理（QC）
が困難であること
・継続的な補助金支給は「不適正性」を示すこと（適
性技術のひとつの要件はその技術が地域で持続可
能であることであるが、多くの適正技術プログラ
ムはこの点で失敗に終わっている。）
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・特定の解決策が市場に対して与えるインパクトを
考慮することの重要性（インドで成功した適正技
術によって伝統技術による工芸や織物業がダメー
ジを受けた例がある）
　また、田中秀和、武井　泉（2009）は、開発途上
国に対する開発援助の1980年代以来の国際的な流れ
を振り返り、1980年代の構造改革による効率性の向
上を基本とした経済政策による途上国の債務危機へ
の新古典派理論による取り組みの不振、1990年代
の「人間中心の開発」の概念の具体化と途上国の良
好なガバナンス実現の重視路線、冷戦終結後1990年
代末以降の援助の増額とNGOや民間セクターも参
画した途上国自身による貧困削減戦略の作成、さら
に、民間企業との連携や途上国での機材調達や専門
家の活用に基づく最近の新しい支援の考え方を紹介
したうえで、部品等の調達先を限定しない「アンタ
イド化（非ひもつき化）」の流れに対して、日本独
自の「技術移転」（必然的にタイド化の志向を持つ）
にこだわる考え方が問題をはらむと指摘し、技術立
国を掲げる日本としての特徴的な技術協力の進め方
を明確にしていく必要があると述べている（わが国
のODAの形態や援助額についての議論の紹介はこ
こでは割愛する）。田中－武井は、この「技術移転」
思考に基づく開発援助の実態にふれ、日本の技術支
援が、「技術移転」を掲げながらも、専門家が「現
地事情を理解したうえで効果的な技術移転へと展開
し」ている様子を示すくつかの事例を紹介する。そ
のうえで「西欧諸国に比べ日本の社会・経済の発展
経験が多少異なった面があり、それがとくにアジア
の途上国にとって良い参考となることや、あるいは
稲作といった固有技術、また小規模農家への適用な
どアジア的な土壌の中で培われた手法などもあり、
日本の経験は多分に「適正技術」的である」（p.172）
という。しかし、「日本の技術協力が日本の経験に
基づく特徴的な適正技術を提供しているという側面
はあるものの、これはたまたま日本の経験に類似性
があったという偶発性によっている。」（p.172）｢日
本で通用した技術がそのままでは生きないこともあ
り、専門家の創意工夫では対応しきれない場合も多
い。ここに途上国の事情に合った適正技術開発の必
要性があるものの、この技術開発への投資はODA
のスキームの中にはビルト・インされていない。」
（p.174）と、現状の問題点を指摘し、｢適正技術の
研究開発の必要性｣を主張している。
　このようなわが国固有の状況が展開してきた中
で、元石油系の技術者であった田中 直氏は、技術
的取組を主軸とするNPO‘APEX’の代表として、
アジア、とくにインドネシアを拠点とし、 適正技
術NPOとしての独自の実践をいくつか試みてきた。
そのひとつは、現地の植物の葉をフィルターに用い
る浄水施設であり、もう一つはパームヤシの空房を
用いた流動層ガス化発電である。いずれの場合も、
要素技術や部品には現地でも調達しやすい先進国
（中国製なども含む）の量産品を転用し、システムは
全体として現地で扱いやすい簡素なものとし、現地
のNPOとともに開発をしている（田中　直（2012））。
　このように、「適正技術」の概念は、途上国支援
の分野と、国内貧困層やマイノリティ支援の分野で
細々と守られてきたと言える（アメリカやオースト
ラリアには「適正技術センター」があり、米国の
NCATは1976年設立、モンタナ州ブッテに本部を
置き、小規模零細農家向けの再生可能エネルギー導
入や土壌や水の保全など、農業部門で活躍；豪州
のCATは1980年設立、北オーストラリア州アリス・
スプリングに本部を置き、先住民のハウジングや再
生可能エネルギーを含むインフラの改善に取り組ん
でいる）。しかし、いまになって、「技術の適正性」
の問題は、先進国―途上国、先進地域―後進地域関
係の中だけでなく、より広く深い、きわめて今日的
な課題として立ち現われているように思われる。
　いま、わが国は温室効果ガスの80％削減という大
きな課題に加え、東日本大震災・原発爆発＋メルト
スルーという、現代の技術インフラ社会の最大級の
災害からいかに効果的に立ち直り、持続的な靱性の
ある社会を再構築するのかという課題に直面してい
る。この課題には、上記の各種の適正技術の定義に
かかわる次のような課題が含まれていることは言う
までもない。
１）専門家でさえも手に負えないような（地域では
もちろん手に負えない）、先端的・実験的な技術
ではない、適正な中間的エネルギー・環境技術と
はなにか。
　　実際、公共的発注者である自治体については、
東京都のように、力量の高い専門職員と潤沢な資
金を持ち、技術開発にも参加する余裕のある自治
体と、地方の弱小自治体を一律に扱うべきではな
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い。後者に属する大多数の自治体が、中間的で堅
実な技術の選択を行えるよう、自治体、市民、メー
カー、コンサルタントなど関係者の姿勢をより現
実的・適正なものにしていくことは、廃棄物処理
や下水処理などの分野でますます重要になってい
る。
２）有限の資源を使い尽くすような非持続的技術と
しての火力・原子力技術ではなく、それに代わる
代替技術としての適正なエネルギー技術は何か、
一方、これまでの再生可能エネルギー技術の普及
速度が遅いのは、既存の再エネ技術に騒音や価格
の問題など地域「適合」性がないからではないか。
３）過疎化し疲弊しつつある地域で、再生可能エネ
ルギーやその他の省エネ技術などを利用し、地域
経済を活性化し、地域の自律性を高める地域再生
の道はないのか。
　しかし、技術の適正性の問題の社会的認知は、３
－11を待つまでもなく、多様な技術的可能性の中で、
先端技術に自治体等が翻弄されたり、過剰なリサイ
クルによる無駄がまかり通ったりする事態が発生す
る中で、静かに拡がり始めていた。農業における減
農薬や有機農法の普及、河岸の護岸工事におけるコ
ンクリート三面張り工法に代わる「多自然工法」（国
土交通省、平成18年）の登場なども、技術の適正性
にかかわるものであったといえる。したがって、「適
正技術」あるいは「技術の適正性」を判断するとい
う課題は、今や本格的に、先進国のかなり広い技術
分野における課題として登場していると言ってよい。
しかし、技術が社会の中において果たしている多面
的な役割を見ずに適正性を論じるかぎり、その定義
は、特定の倫理的基準や嗜好によるものとなり、国
民的に共有していくことのできる理念にはなりにく
い。
　本論考の目的は、上述のような課題認識のもとに、
技術の基本的な定義に基づいて技術にかかわる問題
を本質的に整理し、特に「技術の社会性」について
は新たな考察を行ったうえで、改めて、普遍的な課
題としての適正技術の構築、あるいは、技術の適正
性の判断方法の構築を試みるものである。その一環
として、これまでの技術開発等の事例数例について
も言及する。
２．技術とその周辺の事象の整理
２－１　技術・技術革新とは何か
　まず、技術についての本質的概念規定から出発す
ることにする。
　技術は、単なる設備や機器だけではない。技術は、
設備の利用に必要な資材、使用者の作業内容や関連
する規則などまでを含む「システムの作動メカニズ
ムの総体」である。別の言い方をすれば、物理・化
学的、工学的な微細過程から、人間の認知過程といっ
た心理的過程や、作業規則の運用などの社会的過程
まで、すべての作動メカニズムを包含した総体であ
る。
　すなわち、「技術」は、人類が長年にわたる知識
の適用や試行錯誤を経て作り上げ、生活の基盤とし
ている「生産力」あるいは「社会的な物質代謝シス
テム」の「機構」である（南（1973））。ここで、「社
会的な物質代謝システム」には、農業も、工業も、
土木・建築も、輸送も、サービス産業も、静脈産業
も、すべてが含まれる。また「機構」とは、「作動
のメカニズム」、あるいは、「動的な構造」を意味す
るものと考えていただきたい。より詳しくは、堀尾
（2012）の、55頁以降、「２．物質代謝システム論か
らの技術論の構築」を参照いただければ幸いである。
　なお、サンタフェ研究所のW. ブライアン・
アーサー（Arthur（2009））も、技術とは「獲得
され利用に供された現象の集積（a collection of 
phenomena captured and put to use）（p.50－
51）」と言っており、上記の理解と相応しているが、
それに基づく議論の展開はイノベーション論が主と
なっており、社会や科学技術の抱える問題への言及
はほとんどない。
　さて、技術という言葉には一般と個別の二つの使
われ方があり得る。新型自動車技術などという場合
には、その型の自動車に共通する技術が強調される。
一方、具体的に存在するその型の一台の自動車には、
上記の技術が構造として含まれている。「客観的に
瞬間瞬間に実在するモノ（物質的過程）」の中にあ
る「技術」（すなわち実在システムの実態的作動メ
カニズム）は、ある一般性のある技術システムが個
別の物的実在の中に構造として存在しているわけで
ある。これは狭義の技術と言ってもいいかもしれな
い。いずれにしても、この現実に存在するものとし
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ての技術システムは、常に経年変化を起こす。経年
変化の中には、進歩の場合もあれば退歩ないし劣化
の場合もある。劣化する場合、システムの作動メカ
ニズムが、当初意図されたようには実現できなくな
り、事故にもつながる危険なメカニズムが出現する
ことがある。そこで、パーツの交換等によって狭義
の技術が再生される。システムのパーツの入れ替え
は、マツラーナとヴァレーラの言葉を借りれば、「構
造的カップリング」によるシステムの物質的再生で
ある（Maturana, Varela（1972））。システムの再
生は社会的な分業の中で行われる。機械は社会の中
で再生されており、社会的な物質代謝システムはマ
ツラーナらの言う自律的自己再生系（オートポイエ
ティックシステム）となっている。
　一方、技術革新（イノベーション）とは、その構
造の能動的かつ人為的な変革・改変であり、生物に
おける進化に類似している。個々の新技術は、その
すべてが新しいわけではなく、その中の多くの部分
はこれまでの各種技術で用いられた要素技術の組み
合わせである。Arthur（2009）も強調するように、
技術革新においては、従来から存在する要素技術を、
これまで使われていなかったような形で発展的に使
うことがしばしば行われている。その一方で、技術
革新の中には、そのコアとなる技術的構造について
の新規な提案が存在している。そのコア部分の構造
がさらなる発展につながる構造であるのか、それと
も一つの枝に過ぎないのかは、技術の進化の系譜に
つながる核心的な問題である。
　「システムの作動メカニズム」である技術には、
技術の意図とは関係しない色々な現象が必ず付随し
ている。技術の合目的性を保証するメカニズムをポ
ジティブなメカニズムだということにすれば、付随
する現象の連関や経年変化に伴う現象の多くはネガ
ティブなメカニズムであり、公害や健康被害、さら
には事故を招いたりする。また、合目的性にかかわ
る目標機能には主機能と同時に副次的機能が組み合
わさっていく。主機能は同じでも副次的機能には多
様な可能性があり、使いやすいものから使いにくい
技術まで、いろいろなバリエーションがあり得る。
　さらに重要な要因はエネルギーである。いかなる
技術システムも、その作動のためにはエネルギーを
必要とする。古代文明は、エジプト、メソポタミ
ア、中国において、豊かな森林を食いつぶしていっ
た。長らく、人力、畜力、水力に頼りその限界に泣
いてきた人類は、産業革命以降、「近代化」と科学
技術文明を急速に発展させたが、この展開が可能で
あったのはやはり化石燃料を得たことであった。さ
らに人類は原子力というエネルギー源を得た。それ
が、それなりに幸運なことであったのか、それとも
そうではなかったのかは、これからの歴史が明らか
にすることになる。
　もう一つの要素は技術とそれを取り巻く広い意味
での環境との関係である。技術は、それを取り巻く
環境の中で存在している。したがって、一つの技術
システムの特性（パフォーマンス）が地域の気候風
土で変わることはもちろんであるが、それだけでは
なく、文化的伝統や人々の性向でも変わる可能性が
ある。逆に、洗浄機付きトイレが日本で考案された
ように、人々の性向が、競争力のある新技術を育て
ることもある。
２－２　技術の社会性
　技術の基本的性質を以上のように把握したうえで、
社会の中に存在する技術の「社会性」を考えてみる。
技術は、以下に述べるように、社会の中では、種々
の加害・被害、対立、そして支配・被支配関係にか
かわっていく存在である。
１）社会的な広がりの中で存在し、社会にも環境に
も影響を及ぼす存在
　技術の存在はすでに社会的な広がりを持つシステ
ムの中にある。当然、その改変や事故は、良くも悪
くも、広く、直接の関係者ではない人々の生活・健
康に、またさらにその外の自然環境にも影響する。
２）社会的分業の中で生み出され、知識が社会的な
専門家集団および利害集団に偏在する形でまもら
れる存在
　技術は、原初的には人間の技術的労働により、今
日では、技術者の労働によって生み出されるもので
あり、社会的な分業・協業に基づく生産物である。
利用者からのクレームやフィードバックも、技術の
形成にとって重要な要素である。しかし、技術に関
する情報（それを解読する能力を含めて）は、専門
化した技術者や社会集団としての技術関係者のほう
に偏在している。
　かつて、技術者は資本とともに、あるいは自ら資
本を調達して、イノベーションを進め、設備等が実
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現したのちにはその守り手として労働者と対峙して
いた。しかし、大量の理工系の高等教育修了者が供
給される時代となった現代においては、時代は変わ
り、技術者は知的労働者化し、上記の対立は、多く
の場合希薄化してきた。ただし、通常の生産現場で
の労働の内容はますます単純化している（もちろん
そこでも色々な技術的課題があり、労働者の参加に
よる改善の課題も多々存在する）し、現場における
正規・不正規労働などの差別はむしろ拡大しており、
技術者と一般労働者の距離はなお決して近いとは言
えない。
　専門家としての技術者・関係者と非専門家として
の労働者の間の問題は、単に生産現場での問題にと
どまらず、技術にかかわる専門家および利害関係者
と一般市民との関係の問題にも発展していく。すな
わち、技術にかかわる専門家および利害関係者は、
専門的知識を持ち、その技術に関する詳細な情報を
読み解く力を持っているか、あるいは、専門家を雇っ
て読み解いてもらいつつ、戦略の設計を行うことが
できる。一般市民はもとより、専門家でも専門以外
のことに関しては、知識も判断力も不足し、技術が
かかわる社会的な問題に対して十分自律的な判断を
行使することができない。近代の民主主義の原則は、
自律的かつ自立した個人を想定し、議論をつくして
いけば正しい判断が導かれると仮定するのであるが、
実際にはそのようなプロセスにふさわしいシステム
が存在しているとは言えない。現代社会は「科学技
術時代の民主主義」の実現という新たな課題に直面
している。
　公害時代の初期において、生産現場から、汚染物
質が工場の敷地を越えて外に流れ出た時、技術者・
関係者は企業とともに被害者と対峙する側に立たさ
れていた。公害については、1970年代後半の、公害
関係法の整備により状況は大きく変わったが、2011
年の福島第一原発の連続爆発事故では、現状糊塗、
理由のない安全安心論、プルトニウムの毒性に対す
る強弁など、関係者の驚くべき非常識性が市民にさ
らされ、「原子力ムラ」という言葉も極めてポピュ
ラーになった。いずれにしても、技術はムラの人々
によって展開し守られていく傾向がある。技術と市
民の間にコンフリクトがある場合にも、もちろん、
市民の側に立つ科学者・技術者もいないわけではな
いし、退職した技術者や専門家も、市民の側に立っ
て行動する可能性がある。しかし、よく組織された
専門家集団に対し、市民側の体制は、なおあまりに
も弱体である。
３）社会体制や慣行に守られ各種の力関係で変化す
る存在
　技術は、法律、規格、保障、広報、経済慣行、メ
ンテナンス･修理体制等の社会システムとともに存
在しているから、社会的な存在であり、個別・単独
に存在しているわけではない。
　技術のパフォーマンスは社会の特性にも依存する。
制度や、手入れが悪ければよい技術でも宝の持ち腐
れになり得る。一方、社会システムが強固であると、
技術進歩に合わせて社会システムが変わるのではな
く、社会システムに合わせて支配的技術が決まって
しまうこともある（鉄道などの公共交通と自家用自
動車交通のせめぎあい、都市のスプロール化なども
この例かもしれない）。
　技術の主要な作動メカニズムに上述の副次効果と
して付随するエミッション（騒音、振動、その他大
気や下水への汚染物質等の排出）、使用条件（操作
部の使いやすさ、マニュアル等の分かりやすさな
どもこれに入る）、労働条件等があるが、これらも、
市民や使用者と提供者との間、あるいは資本と労働
の間の、力関係によって変化し得る。
４）社会の中での競争をつねに伴い、競争によって
変化する存在
　社会の中で、需要（潜在的なものも含む）として
存在する特定の機能をみたす技術は一つではない。
したがって、技術は常に技術革新という競争的環境
の中に置かれている。
　まず開発時には、競争的主体により開発が行われ、
社会の中に投入されて競合と淘汰の過程が発生する。
また、定常的にシステムが存在している状態におい
ても、複数技術の棲み分けがあり、長期的には、新
技術の参入など、競争的過程が進む場合がある。
　産業革命後、大量の労働力を農業地帯から工場地
帯に吸引していた資本主義の初期においては、技術
革新の速度は遅く、労賃の切り下げや労働強化、環
境への配慮のない煙や汚染水の排出等に基づく、粗
暴な利潤追求が日常的な主要な課題であった。しか
し、労働関係法や環境関連法体系の整備と、技術革
新のスピードアップが進んだ現代の資本主義社会に
おいては、途上国の低コストな労働力や厳しくない
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環境規制を利用すること、および、イノベーション
による創業者利得の追求、あるいはそれらの組み合
わせが、生産活動からの利潤の主要な源泉となって
いる。
　したがって、イノベーション時代においては、消
費者（企業・自治体等も含む）は、常に新技術の社
会実装実験に巻き込まれることになる。一方、イノ
ベーションは経済活動の中で行われるわけであるか
ら、イノベーション情報は投資行動に影響し、企業
時価に影響する。逆に、現代は、投資行動を誘発す
るようにメディアへの技術情報が操作される時代で
もある。
５）テクノヘゲモニーによる支配構造を伴う存在
　つぎに、技術が、集団間、地域間、国家間の支配・
被支配の関係にかかわるという側面を見ることにす
る。
　個々の技術は、①その設計原理の高度性（技術者
が身に付けた理工学的知識及び経験の水準の高さ、
技術者の精神力の高さ、経営陣の意欲などを背景と
する）、②知的財産による保護、③原料や部品の調
達力、④品質管理や量産の能力（生産技術）、⑤労
働力の質の高さ、⑥企業の投資能力などにより、高
い競争力を持ち、社会への高い浸透力を持つことが
できる。途上国においては、優れた個人の存在によ
り①の高度な設計を実現すること、他の収入源から
の資金に基づいて②の知財権（所有権自体、あるい
はライセンス生産の権利）を購入することはできる
ものの、その原理を現実に実現するための③，④、⑤，
⑥などには限界がある。わが国戦前の航空産業の成
立の歴史においても、品質管理、部品調達、労働力
の質等々の改善に対する長期（数十年）にわたる努
力が必要であった。
　そのような意味で、特定の技術は、特定の集団、
地域、あるいは国家の多様な性向や力量を背景とし
て存在し得るものであるから、それらを実現・所有
し得ていない他の集団、地域、国家に対して、政治
的・経済的・軍事的支配の確立・維持に資すること
がある。これは「テクノヘゲモニー」と呼ばれてい
る（薬師寺（1989））。
　住吉大社宮司の真弓常忠氏が「古代の鉄と神々」
（学生社、1997）で明らかにしておられるように、
古代において、鉄の製造技術が、武力抗争にも農業
生産にも決定的な意味を持つヘゲモニー技術であっ
たことは、神話や政治史、あるいは今日に伝わる祭
祀の秘儀の中に確認することができる。
　いまや、技術革新は国際的にも主要な利得の源泉
のひとつとして広く認識されている。そのため、一
国の国際競争力・国際的地位の強化と、税源の維持
をめざして、政府は産官学連携とイノベーション政
策を進め、さらに、対外技術協力と称して、技術的
な市場の拡大を進めることになる。
　途上国に対して、技術移転と称して行われる援助
が、その国の前記のような総合的な技術力の育成に
つながらない場合が往々にしてある。そのような場
合には、技術的経済的従属構造が作り出され強化さ
れていく。技術輸入国が、他の収入源を持ち、自律
的に行動することができる場合は、上記の従属構造
は部分的なものにとどまり、その弊害は必ずしも大
きくはならない。先進国といえども、たがいにいろ
いろなものを融通しあう関係であり、決して100％
自立的だというようなことはあり得ない。しかし、
途上国の側に収入源や資本力が乏しく、産業基盤や
教育基盤が不十分な場合には、技術的経済的従属は
より深刻な文化的・精神的従属につながってしまう。
　適正技術論が、内発的発展論と結びつく形で生ま
れてくる背景はここにある。すなわち、人々が、技
術的改善と生活の利便化・合理化を進めるとしても、
それをたんに与えられるものとしてではなく、自ら
の自律性を発展させるように進めていかない限り、
社会の人間的な発展はないからである。そのような
意味での内発性を保証するためには、先端的で完璧
な仕上がりの技術でなく、中間的であり、人々がマ
ネージできること（製造・部品調達・修理等ができ
ることなど）が必要である。
　途上国の問題は、本質的には他国の話ではない。
わが国の廃棄物行政を例にとるならば、循環型社会
形成、ダイオキシン対策、広域化による高効率化な
どを標榜して提案された、廃棄物固形化燃料（RDF）
によるごみ発電や、ごみをガス化しそのガスを燃焼
して灰を溶融し減容化するガス化溶融技術が生み出
した混乱は、関係自治体等にとってまだ記憶に新し
い。自治体は、それら新技術に対し、基本的に無防
備であり、技術についての知識の圧倒的なアンバラ
ンスの中で、十分な交渉能力を持ち得ていない。官
需の価格が民需の場合の倍近いことはこれまでの常
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識であるが、このことの一因がそこにある（もう一
つの要因は業界への官の手厚すぎる保護の伝統であ
る）。
　ここで、1990年代に厚生省の肝いりで開発・導入
が呼びかけられ多くの自治体がその犠牲になった上
記新技術のうち、RDF技術について検討しておく
ことにする。
　RDFプラント事故の最たるものは、三重県多度
町「三重ごみ固形燃料発電所」のRDFプラントに
おけるRDF貯槽の火災と消火時における爆発（2003
年８月14日）である。RDF技術は、その意図とは
裏腹に、エネルギー的にも、生ごみに含まれる塩素
の取り扱い（ダイオキシン対策・装置の腐食対策と
して重要）という面でも、また安全管理という点で
も、完成には程遠い技術であった。しかし、メーカー
や自治体は、RDFにすることで、ごみは燃料にな
ると宣伝したが、塩素分の含有のため売れる燃料に
はなり得なかったし、また、廃棄物焼却施設をやめ
RDF製造プラントにすることで煙突がなくなる（つ
まり火炉がなくなる）と主張したが、そのために乾
燥の熱源に電熱を使うこととなり、コストは大きく
増加した。さらに明らかになったことは、貯槽内壁
面での結露が起きると、RDFペレットが結露水に
溶けてスラリー化し、生石灰含有量が少ない場合に
はメタン発酵が起き得る一方、生石灰残量が多い場
合には水と生石灰の反応熱による加熱で熱分解も起
こり得、これらによる燃焼性ガスの発生が十分おこ
り得ることであった。大牟田など他のプラントでも、
形をとどめなくなったり、凝集体となったRDFが
観察されている。多度プラントの場合の燃焼性ガス
の成因が上記二つのうちのどれであるのかは定かで
はないが、これに機械摩擦あるいは静電気による火
花などが点火源になって発火・爆発したものと考え
られる。
６）技術的首尾一貫性が社会的分業と無責任体制の
中で喪失されかねない存在
　RDF事故に見出されるさらなる問題は、
①競争入札により、当該システムについて十分な技
術的経験がない企業でも、提示された仕様を実現
するという条件を満たすと約束することで、価格
次第では落札できること。このような現象は全
国的に見られているが、多度プラントの場合も、
RDFについての実績がない企業が提示価格の安
さで受注し、事故の直接原因以外にも多くの設計
不良があったということである。さらに、詳細設
計・建設段階では、行政側の管理がよほど厳格で
ない限り、種々の改編が可能であり、当初のコン
セプトが大きく変更されてしまう場合も多い。
②行政の無謬性神話は基本的には改善されていると
はいえ、危険性があるか非効率な技術でも、現場
の犠牲のもとに、かなり長期にわたり維持するこ
とが強いられていくこと。RDFプラントもまだ
わが国各地で、本来の理想とは程遠い形でなお運
用されている。
③これらの実情について、学術界は必ずしも情報を
共有し、導入を支援したりしたことについての総
括がなされていないこと。これは、行政が諮問す
るほとんどの委員会・審議会等には何ら責任が問
われない（また責任を問うような委任も、給与面
での配慮もない）ことである。原子力発電に比べ
れば、はるかにスケールの小さな廃棄物行政にお
いても、技術の専門家、行政の専門家と一般市民
の間の情報格差はおおき。その中で、技術自体の
首尾一貫性が薄れたり、専門家の責任分担のあい
まいさの中で技術が「まがいもの」化していく過
程自体が、十分監視されることはない。こうして、
それらがまがいもの技術として社会に実装されて
しまう場合はしばしばである。
　　以上、技術の社会的な態様の概略を述べた。
２－３　技術における非持続性（有限性）と持続性
　次に見ておく必要があるのは、現代技術が内包す
る非持続性ないし有限性の側面である。
　現代技術は、すでに、化石エネルギーおよびU235
の賦存量の大半を2050年には食いつぶすところまで
来ている一方、地球環境や生態系に決定的な影響を
及ぼす段階に来ている。原子力発電による高レベル
核廃棄物のハンドリングは、ホモサピエンスの成立
以来の十数万年と同じ時間スケールの超長期の管理
を余儀なくされる。世界の原子力発電所の数がます
ます増加する中で、ますます蓄積していく核廃棄物
処理の問題は、人類がこれまでまだ実現していない
地球規模での超長期の統治能力という、限界的な課
題を突き付けている。同時に、現代技術は、遺伝子
組み換え技術、クローン技術、臓器移植技術、脳科
学や認知科学に基づく脳操作技術、さらにはロボッ
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ト技術や監視技術など、人間の尊厳そのものを危う
くし、民主主義という近代社会の原理を損ないかね
ない水準に達しつつある。複数の主体から供給され
る、核兵器、ミサイル、高性能機銃、生物化学兵器、
各種ロボット無人機（ドローン）なども、局地的な
テロだけにはとどまらず、従来の戦争の限界を超え
た再生不可能な破壊や汚染をもたらす可能性がある。
　したがって、現代社会においては、それが立脚す
る技術の、１）エネルギーと環境の有限性による制
約、２）生命の耐力の有限性にかかわる制約、３）
人間の尊厳にかかわる制約、４）主体間の抗争の制
御のための制約（犯罪や戦争の抑止のための制約）、
の４つの要素は、技術の無制限の展開に対する限定
を要求する、普遍性のある、いわば絶対的な根拠と
なる。これらが、今後の世界の政治過程の中でます
ます重要となることは明白である。すなわち、技術
の有限性ないし非持続性を的確に管理し、無政府的・
無謀な開発による悲惨な結末を回避するための国際
的な合意形成と条約・会議等の枠組みを形成するこ
とは、これからの長期的な政治課題として不可避的
であるものと考えられる。
　同時に、上記の限界を乗り越えて、持続可能な近
代を実現していくためには、１）代替力のある魅力
的な価値体系の構築、２）それへの人々の実感と認
識の形成、３）適度な経済性・利便性・節度を持ち、
現在のエネルギー多消費型の技術体系と競合しつつ
も、現行システムと共存しつつ普及し、それに置き
換わっていく力のある代替技術の体系、が必要とな
る。「スマートコミュニティ」という言葉は、これ
まで電力の融通などだけの意味で用いられてきたよ
うであるが、ここで議論してきたような意味での「ス
マート」な（すなわち内発力と持続力のある）コ
ミュニティに支えられた、地域社会自律性に基づい
て、地域に適合した技術体系を作り上げていく必要
がある。このように考えるとき、適正技術の議論は、
従来考えられていた以上に大きな広がりの中でこそ
議論されるべきものとなってきていることがわかる。
３．技術の適正性
３－１　技術の適正性を決める二つの側面と８つの
要件
　以上の議論を踏まえるならば、技術の適正性
（appropriateness、正確には「適切性」とでもい
うべきもの）を、Ⅰ．「普遍的な公正性＝fairness」
とⅡ．｢地域適合性＝fitness｣の二つの側面から考
えるのが妥当であろう。そして、それぞれには４つ
ずつの要件が考えられる。すなわち、一つの技術の
「普遍的公正性」の評価は、Ⅰ-1）持続性（エネルギ ・ー
環境にかかわる本質的持続性）、Ⅰ-2）生命への優
しさと安全性、Ⅰ-3）人間の尊厳の保障、Ⅰ-4）犯
罪・暴力・武力への抑止力、が基本的な要件となろう。
また、一つの技術の「地域適合性」の評価は、それ
が使用されることになる場所の地域的歴史的条件へ
の適合性であり、Ⅱ-1）地域の気候風土および既存
のインフラ（橋、道路、鉄道、水道、送電線、学校等々）、
Ⅱ-2）産業（農業、林業、製造業、観光業、伝統工
芸等々）、Ⅱ-3）資金力、さらに、Ⅱ-4）ガバナン
スの状況や文化的伝統、が基本的な要件となるだろ
う。技術の適正性は、それぞれの要件の充足状況に
より、多面的かつ総合的に検討されるべきものとな
る。
図１　技術の適正性を決める二つの側面
　各要件にはそれぞれグレーゾーンがある。適正性
は、絶対的なものではないと考えておいた方が安全
であろう。すなわち、どの技術が適正な技術である
かは、絶対的ではなく、地域ごとに、また時代の推
移とともに適正性自体が変化していく性質のもので
ある。したがって、歴史的に未来を代表することの
できる技術と、現在は適正性を何とか保っていても、
消滅する運命にある技術、消滅するとはいえ不可欠
な時代性を持ちさらにその次の適正技術にバトン
タッチする力を持つものなどがある。すなわち、図
２に示すように、技術の適正性は、歴史的に変化す
るとともに、特定の地域（図では地域ⅰ）の条件も
時間的変化（図では、ⅰ-1からⅰ-3）に変化する。
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また、地域適合性のある技術が同時に複数存在する
こともある（図では技術A、適正技術Aⅰ-1とBⅰ
-2）。このように、各種の技術が、ある程度の適正
性を持って社会の中に実在しているのが現実である。
その中で、技術システムや社会システムを持続可能
なものに変革していく力のある技術（バトンタッチ
をしていける力も含む）をこそ「適正技術」と呼び、
他と区別していくことも重要であろう。本論考では、
そのような技術の適正性と適正技術についての理解
を前提としたうえで、個々の要件について簡単に見
ていくこととする。
図２　適正技術の時間的展開の概念
Ⅰ）技術自身の公正性にかかわる要件
Ⅰ-1）持続性（エネルギー・環境）：その技術が、
省エネ性と、再生可能エネルギーへの親和性、温暖
化・気候変動対策の方向性に合致していること。数
量化する場合には、エネルギー利用・変換効率、温
室効果ガス削減効果などが適用できる。
　ただし、適正技術の形は、Ⅱ）の地域ごとの自然
条件や現行のエネルギー供給状況によって変わるこ
とになる。たとえば、大型の高効率火力発電所を持
つような大都市部においては、廃棄物処理技術の適
正性は、高効率火力発電所の高効率性を生かした
産業エコロジー性のある連携技術であるべきであ
る。そうすることにより、単独では17％程度にしか
ならない発電効率を45％程度に大幅増できる（堀尾
（2102.9）。その他、生物多様性、景観、文化の多様
性などを著しく減退させない、廃棄物の発生を抑制
し、再使用やリサイクルがしやすく、最終処分が容
易で、後世に著しい負の遺産を残さないなどの視点
もこの要件の中に含めることができる。
Ⅰ-2）やさしさ（生命・安全）：その技術の使用者
の生命、安全はもとより、自然および他者との共生
が損なわれないこと。放射線・原子力技術、あるい
は環境ホルモンを放散する有機材料等は、生命の基
盤である生化学反応や化合物の安定性を根底から脅
かす。定常的な使用時における汚染物質の発がん性
等の効果はもちろんであるが、各種制御系がトリッ
プした場合のリスクも含めた定量的評価が必要とな
る。
Ⅰ-3）尊厳：人間性の尊厳を損なわず、その豊かな
発展に資すること。
　その評価を定量的に行うことは困難であるが。こ
の要件は、介護、医療関係、遺伝子操作技術などだ
けでなく、ICT、多様なロボット技術から、日常的
な生活・住空間・家電機器・交通システムに至るま
で、多様な課題にかかわっている。
Ⅰ-4）犯罪・暴力抑止（武力抗争の抑止）：犯罪や
テロや武力抗争に転用されにくいこと。また、他者
からの悪質な攻撃に対する耐性があること。
Ⅱ）地域適合性にかかわる要件
　次に、地域への適合性について、以下の４つの要
件が想定される。
Ⅱ-1）風土・既存インフラへの適合性：地域の気候
風土および持続性のある既存インフラとの折り合い
が良いこと。
　工業化の過程を経た後の現代の地域の風土性は、
気候・地理的条件・植生などの自然と農林漁業とい
う営みの中から形成されていた工業化以前の風土と
は異なり、工場地帯、住宅地、商業地域、管理され
た河川、上下水道、鉄道、道路、発電所、送電線、
廃棄物処理施設などの面的線的なインフラが組み合
わさった新たな風土となっている。したがって、技
術の地域親和性を議論する場合には、工業化以後の
社会における地域の実態に即した議論が必要である。
途上国の場合については、そのインフラを持続性の
ある形で発展させる効果を持つ一方で、現在のイン
フラ状況に即した効果求められる。
　この要件については、地域のインフラの活用・非
活用についてのシミュレーションにより、公正性の
要件である温室効果ガスの排出量や環境負荷につい
ての評価を定量的に行うことが可能である。そのよ
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うな立場から筆者ら（Horio et al. （2009））が開
発したPEGASUSシステム（http//:pegasus-web.
org）はそのような評価や設計を支援するプラット
フォームである。
Ⅱ-2）地域資金適合性（低コスト性＝経済的普及力
と技術としての発展性）：技術の適正性のもっとも
重要な要素（必要条件）のひとつは、その低コスト
性である。それによってはじめて経済的普及力が保
障される。低コスト化は、不要な補機類を除くこと
によっても実現するが、それだけでは、安全性を担
保できない場合もある。ただし、安全性は、わかり
やすいマニュアルの存在、使用者や周囲の人々の注
意や、技術への理解によっても変わるので、すべて
装置側の技術として実現すべきものでもない。
Ⅱ-3）地域産業適合性：先進国・途上国を問わず、
既存の量産部品の転用や再利用により、低コストで
所期の目標を実現したり、既存の生産技術の発展型
として展開したりする形で、地域主導の経済活動を
促し、地域における資本形成を促し、持続性のある
地域の産業活力を活用し増大させる力を持つこと。
Ⅱ-4）地域ガバナンス適合性：人々が、その技術の
社会実装の計画・実施、さらに管理において、自ら、
技術的システムについての自主性・自律性を発揮で
きること。途上国や僻地が、工業国や工業地帯から
の技術の単なる受容者になり、経済的にも従属の道
をたどるのではなく、自らの生業を発展させていけ
るためには、技術の側にも適度な中間性が必要であ
ることはすでに１で議論したとおりである。しかし、
技術の地域ガバナンス適合性はそれだけにはとどま
らない。技術の内容が理解しやすく、自らの判断能
力が行使しやすいこと。たとえば、利便性が高いメ
ンテナンスフリー技術であっても、いったん故障し
たりしたときの応急処置等を自ら取ることができな
いような技術が多い。応急処置や、代替部品の転用
等による解決が行いやすいことも重要である。また、
市民に対する技術的情報の分かりやすい開示が行わ
れていて、市民が総合的に判断する根拠が明確にさ
れていること、さらには、カタログ類をいちいち見
なくても、その技術の操作等を行う中で、自然に操
作方法や、問題解決方法が開示されていくような、
発見的利用がしやすい設計であることなども含まれ
るであろう。
３－２　適正技術の事例
　このような適正技術の概念に基づいて、著者が関
係する二、三の事例を紹介する。
１）マイクロ小水力発電技術　これまでの我が国の
小水力発電においては、環境省のポテンシャル調
査（2009）でも1000kW以下の小水力については
ほとんど評価が行われてこなかったほか、kWあ
たりの設備コストが400－1000万円といった高価
格体質がまかりとおっていた（適正価格は50万円
/kW）。その原因は、現状を打破する強い意志の
ない、補助金依存型の、見世物的な小水力が、趣
味的なグループや中小コンサルおよび機器メー
カーによって維持されてきたためである。このよ
うな状況を変える力を持つのは、十分な価格破壊
力のある、発電機および土木工事等を含むパッ
ケージの提供であると考え、地方産業都市飯田の
産業活力に依拠しつつ、プロペラおよび発電機部
品への既存部品の転用とコンパクトかつメンテナ
ンスフリーの設計を中核とし、開発を推進中であ
る。試作機第１号の開発に要した時間は６カ月以
内であった。
２）風力発電技術　これまでの我が国の風力発電は、
低周波騒音についても、事業形態・利益配分とい
う意味でも、また、事業計画の説明や合意形成と
いう面でも、まったく地元への配慮のない形で進
められている例が多かった。他方、上記環境省の
ポテンシャル調査では、水深10－50mといった高
コストのサイトや、住宅等から500－1500mのな
お低周波騒音トラブルが発生しかねない距離にあ
るサイトまでを入れたものであり、賦存量の過大
評価となっている。あくまでも、住民・自治体参
加型で、既存施設から1.5km以上の距離を取り、
洋上については、水深10m以内に限定して行われ
る風力発電は適正技術の必要条件を満たすものと
考えられる。（堀尾正靱（2011）参照）
３）バイオマス・廃棄物発電　３－１のⅠ-1）に述
べたように、既存インフラとしての大規模火力発
電施設（出力25万kW以上）の給水余熱系を分担
するボイラーを設置し、バイオマス・廃棄物発電
を行えば、高効率発電が可能となり、CO2の大
幅削減、施設コストの大幅削減等に寄与すること
になる。行政、電力会社、市民等の間での話し合
いの中からそのようなシステムが実現することが
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望まれる（堀尾（2012.9））。
４）EV-コミュニティバス　これまで、コミュニ
ティの交通にはレンタルサイクルや、パークアン
ドライド、カーシェアリングなどのコンセプトは
出されてきたが、本格的なスローモビリテイをEV
によるコミュニティバスのレベルで検討した例
はない。しかし、最高時速を19km/hrとすれば
開発コストが大きく下がり、実際の運用面でも死
亡事故確率の抑制効果を狙うことができ、さら
に、商店街等での低速走行により、市民にやさし
く、ショッピングのための良い視認性を実現でき
る。そこで、２人乗りを想定して地方都市桐生の
地元企業により開発された一対のインホイルモー
ターを、４組組み合わせ、10人乗りとした、８輪
電動コミュニテイ・ビークルをJST-RISTEXの「地
域に根ざした脱温暖化・環境共生社会」R&D領
域のタスクフォースで開発し現在桐生市と宇奈月
温泉で使用中である。この開発に要した時間も６
か月であり、EVの開発が従来のガソリン車の開発
とはかなり趣を異にすることがわかった（宗村正
弘ら（2013）参照）。
３－３　時代の状況によって発生する各種の適正技
術
　適正技術が社会の中での普及力を持った技術であ
り、人々に技術に対する能動的な立ち位置を与える
ことのできる技術であるとするならば、たとえば大
衆車の時代を開拓したＴ型フォードや、戦後の日本
の道路をわがもの顔に走っていたオート三輪、日本
の自慢でもある軽自動車のはしりのスバル360など
は、適正技術の範疇にはいるのだろうか。
　Ｔ型は、まだ、フォード自動車工業がベンチャー
であった時代に、労働者層の購買力を形成し、大量
生産と単純労働化でコストダウンした消費財を供給
するというフォーディズムの時代を開拓した商品で
あった。一方、オート三輪は、すでに1930年代後半
から登場していたが、戦後の日本の状況のもとで、
高度のセダン製造技術を必要とせず、ニーズに低価
格で応えられるトラックとして普及し、改善が進ん
だが、転倒しやすさの問題もあり、本格的な国産車
時代が登場した1960年代以降は４輪車にとってかわ
られた。
　また、スバル360は、サンフランシスコ講和（1951
年９月８日調印、1952年４月28日発効）後の、1950
年代中葉にベンチャー企業によって試作されたいく
つもの４輪軽自動車の失敗ののち、1950年のGHQ
指令によって解体された軍需航空機産業（中島飛行
機）の後身・富士重工業の技術者によって開発され
た傑作機である。実際には、富士重工では1952年か
ら1500㏄４ドアセダン車の開発が行われていたが、
「採算面や市場競争力への不安から」1955年12月に
商品化を断念し、代わりに355ccエンジンとこれに
基づく４輪軽自動車の開発が決定された。富士重工
の技術者たちは、「大人４人乗車可能、路線バスの
通る道はすべて走れる車というコンセプトのもと、
大胆な手法をもって軽乗用車の開発に挑んだ。その
計画スペックは、軽自動車規格の枠内で大人４人
を乗せることができ、空車状態での総重量は350kg、
350cc級の15PSエンジンを搭載して最高速度80km/
hを想定するもので、もはや従来の既成概念では実
現困難な内容」（以上、Wikipedia 「スバル360」よ
り）に、創造的に挑戦していった。資本力という点
ではそれなりの大メーカーではあるが、わが国の自
動車技術が欧米に一歩も２歩も遅れている復興のさ
なかにおいて、スバル360の開発戦略と、その詳細
な技術的工夫に基づく商品化は、技術の適正性にか
かわる判断をしたものであると考えられる。当然、
この開発に先立って1954年９月に施行された「新・
道路交通取締法」（軽自動車規格を全長×全幅×全
高（mm）＝3,000×1,300×2,000、２ストローク・４
ストロークエンジンともに排気量360ccに統一）も、
そのような適正技術路線を可能にしたと言える。し
かし、スバル360は、九七式艦上攻撃機などの名機
を生み出してきたトップクラスの技術者が、敗戦と
いう条件のもとで真摯に取り組んだ結果生まれた特
殊な適正技術の例であるが、それだけに、これから
の先進国での、適正技術の在り方を示唆するものだ
といえる。
４．技術の適正性を実現するための制度的仕組みの
必要性
　以上、適正性（地域適合性と公正性）を持った技
術すなわち適正技術への志向は、途上国はもちろん、
先進国においても極めて重要であり、さらに豊かな
理解を国民的に実現していくべきものであると考え
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る。では、技術に関する国民的なガバナンスの確立
が求められるいま、そのための制度的仕組みはどう
あるべきであろうか。
　必要な制度的仕組みの第１は、上記スバル360の
例でも紹介した各種規格・規制の適正化である。社
会のすみずみにまでかかわる多様な規格・規制類を
総合的に適正技術の視点から見直し、技術の適正性
を意識した技術開発や商品の普及を、とりあえず従
来型技術と共存する形で、促進していくことは、技
術の適正性を実現する第一歩であり、決して困難な
ことではない。
　しかし問題は、エンドユーザーの技術購買行動で
ある。とくに深刻なのは、一つには原子力や水素に
代表されるような、一応利便性が高いと言われ、リ
スクも高く、かつ高度な専門性が必要とされる技術
についての判断であり、もう一つは、財政のひっ迫
と平成の大合併などでガバナンス力を急速に落とし
つつある地方自治体のごみ処理等の公共発注である。
ここでは、公共的インフラの技術選定と発注を想定
し、とりあえず、技術の選択肢には事欠かないもの
とし、適正性を持った技術を見たて、その選定・導
入を進める際になぜ問題が発生するのか、どうすれ
ば解決できるのかを考える。
　すなわち、必要な仕組みの第２は、国民がどのよ
うに新規の技術的システムの導入等にかかわるかの
制度である。
　まず、２－２の６）でRDFに関連して述べたよ
うに、技術選択の経緯やその入札過程に本質的な問
題がある。まず、これまでの専門家の登用方法自体
が、行政側の意図的な人材構成となる場合も多い。
委員の適性性のチェックや見直しを行うことはほぼ
不可能な状況にある。また、専門家が守備とする専
門の範囲を超えて科学的裏付けの少ない発言をして
も、それは専門家の発言として通るなど、科学的事
実は何か、言明の内容が政策的な適正性をもつのか。
などの検証がなされないまま、結論が導き出される
場合がほとんどである。ただし、委員長を含め、委
員の責任は、あくまでもアドバイザー的なものであ
り、提案したことに対する責任が問われるようなシ
ステムにはなっていない。もちろん行政についても、
1980年代の薬害エイズ事件（裁判は1990年代）が示
唆するような無責任体制がある。
　出された答申に対しては、通常、市民はパブリッ
クコメントを求められ、発言の機会を得ることに
なっているが、パブリックコメントには、利害関係
者からの専門的な書き込みが業務として行われるこ
ともしばしばであり、一般市民の声には限界がある。
しかも、多くの場合、委員会等の修了後の話であっ
て、大きな修正はもはや不可能というべきであろう。
市民派の委員が存在する場合でも、市民からの意見
も聞いたという免罪符として使われる可能性がある
といえよう。
　最後に、実施・建設等の段階で、２－２の６）の
①に述べたような、各種の変更や作り込みが行われ、
技術の首尾一貫性がおろそかになる場合がしばしば
ある。
　このような現行システムの限界を打破していくた
めには、上記の問題を総合的に解決する制度的な枠
組みが必要である。その制度的枠組みの改編によっ
て実現すべきことは、技術の非適正性によって直接
間接の被害を受ける市民の参加である。しかし、た
だ市民が参加するだけで問題が解決するものでない
ことは、原発の賛否を住民投票で決めることにした
からといって、市民が感覚的判断をしている限りは、
最終的には推進派と反対派の間での市民の取り合い
に陥るだけだからである。委員会等における論議の
専門的水準を高く維持しつつ、市民も問題の構造を
学び、それなりに高い水準で判断に参加するという
のでなければならない。同時に、市民のごく一部が
「専門的市民」として議論に参加するという形では、
市民の参加ということにはならない。市井の市民が、
問題を考え議論に参加してはじめて、技術の適正性
が市民に迫られた形となる。
　これまで、科学者と市民の間の双方向のコミュニ
ケーションを課題としてサイエンスコミュニケー
ション論の展開やその実践が試みられてきている。
しかし、もっとも重要なことは、市民の利害にかか
わることについての、個別具体の場合の吟味であり、
コミュニケーションである。それが市民による・市
民のための・市民のものとして、判断構築型のプロ
セスとして、実施できるのでない限り、「科学技術
時代に必要な水準の民主主義」は実現できないので
はないだろうか。
　ここでヒントになるのは、小泉内閣時代の2003年
に「食品安全基本法」に基づいて設置された食品安
全委員会と、同じく小泉内閣時代の2004年に成立し
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た「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（通称：
裁判員法）」（2009年に施行）に基づいてスタートし
た裁判員制度である。
　食品安全委員会では、各専門調査会のもとに１－
６名程度の技術参与を置き、世界の最先端の学術
データの検当や技術データの精査を行い、それに基
づいて審議を行っている。審議会等の判断を行う際
に、審議の進展に応じて学術データ・技術データを
精査する食品安全委員会のような姿勢なしには、技
術システムが進化し続ける中、責任ある判断を行う
ことはますます困難になると考えられる。
　また、裁判員制度は、これまで関係者以外の市民
にとっては他人事であった重大な犯罪についての裁
判の内容についてともに考えることを市民に迫る効
果があることが明らかである。多くの審議会の案件
についても、自らの問題として考えるに至っていな
い市民が多い中、裁判員制度に倣い、重要な案件に
ついては無作為に選んだ市民に「陪席員」といった
形で会議に出席してもらい、市民側の疑問・意見を
毎回別個に提出してもらって新議会側にフィード
バックする、などのシステムは不可能ではない。こ
のようなシステムが導入されれば、市民の能動性に
基づく学習やリスクコミニケーションが成立するこ
とになる。さらに、市民の疑問等にこたえる形で、
審議会へのセカンドオピニオンの招へいなどが可能
となることが望まれる。
　以上のような検討を踏まえるとき、現在の審議会・
委員会等が、技術の本格的な見立てや適正性の評価
を行い、責任ある選定を行うためには、図３のよう
な仕組みへの移行が必要ではないかと考える。
図３　　　　（ａ）現状の委員会システム （ｂ）科学的知見に基づく技術の適正性検討と、市民
の積極的参加を実現する体制（体制の要素は、
課題の重要性や市民からの要求に基づいて設置・
非設置を決める）
５．おわりに
　原発存続の問題を含め、技術の適正性の確認や熟
議の必要性はいたるところで説かれているが、その
あり方や制度化の議論はほとんど見られない。今こ
そ、技術の本質に基づいた、適正性の理解を広く共
有していくことが、科学技術時代を生きる国民に求
められている。本論考では、適正技術を途上国向け
のものにとどめないために、本質的な技術の定義や
性質の考察に基づいて、技術の適正性（適切性）の
要件を導いた。そのうえで、技術の適正性をどう見
分けていくのかという課題について検討した。原発
を含め、技術の適正化は、決してスマートな個人に
のみ依頼すべきことではない。人々自身が、科学的
な知識や、意見の対立の実態に触れ、熟議の中で技
術の詳細にも迫り、リスクハンドリングの決断をし
ていくような、スマートなコミュニティを作り上げ
ていくことも、適正技術実現の条件ではないかと考
える。
　
－ 178 －
人間科学研究　第26巻 第２号　165－181（2013）人間科学研究　Vol.26, No.2（2013）
謝辞　本論考の作成にあたり、2013年７月４日JST-
RISTEXにて開かれた４Eサロン（主催：「地域に根
ざした脱温暖化・環境共生社会」領域）にて、有本
建男氏（JST；政策研究大学院大）、金子成彦氏（東
京大）、杉原弘恭氏（農工大）、田中直氏（APEX）、
中島秀人氏（東工大）、ほかの熱心なご議論をいた
だいた。また、山村信雄氏（㈱玄技術研究所）、龍
谷大学大学院政策学研究科「地域適性技術戦略」受
講生諸君からもコメントをいただいた。記して謝意
を表します。
　
引用文献
Arthur, W.B., ‘The Nature of Technology 
What it is and how it evolves’, Free Press, 
New York, NY （2009）
Horio, M., Shigeto, S., Shiga, M., Evaluation 
of energy recovery and CO2 reduction 
potential in Japan through integrated 
waste and utility management, Waste 
Management 29, pp. 2195-2202, （2009）
堀尾正靱、被災地からの自然エネルギー社会づくり
と風力発電の課題、環境経済・政策研究、４（2），
pp.90-94（2011）
堀尾正靱、「３-11原発事故の後、現代技術と人間
の関係をどう考えるか―ハイデガー技術論との
対話の中から―」、龍谷大学政策学研究、１（1）, 
43-61（2012）
堀尾正靱、＜巻頭インタビュー・東日本大震災後の
環境・エネルギー問題の考え方＞脱温暖化、近代
の作り直しで地域エネルギー構造を転換～キャッ
シュフローモデルを構築できる地域主体の形成へ
～、環境施設、No.129, pp.1-10, （2012.9）
Leland, J., Development from the Bottom of the 
Pyramid, An Analysis of the Development 
Innovations Ventures Program, ASME Wise 
Program（2011）
　http://www.wise-intern.org/journal/2011/
documents/JLelandWISEPaper.pdf 
Maturana, H.R., Varela, F.J., Autopoiesis and 
Cognition; The Realization of the Living, D. 
Ridel Publishing Company, Holland （1980）; 
Original publication: De Maquinas y Seres 
Vivo, Editorial Universitaria S.A. （1972）
真弓常忠、「古代の鉄と神々」学生社（1997）
南 浩志、工学の課題と技術論、日本の科学者、８
（2），70-75 （1973）
宗村正弘、宝田恭之、根津紀久雄、松村修二、天貝
賢児、川端康夫、上坂博亨、川村健一、堀尾正靱、
地域活性化のための低速電動８輪コミュニティバ
スの開発と運行試験、67（2），55-60 （2013）
里深文彦、『もうひとつの科学、もう一つの技術』
現代書館（1985）
Schumacher, E.F.,‘Small is Beautiful -A 
Study of Economics as if People Mattered’, 
Muller, Blond & White ltd.（1973）（小島慶三・
酒井懋訳『スモールイズビューティフル　人間中
心の経済学』講談社学術文庫730）
田中　直、第６章　適正技術の創出に向けて―
NGO活動の経験から―、西川潤編著、『アジアの
内発的発展』、藤原書店、pp.176-199（2001）
田中　直、「適正技術と代替社会」岩波新書1383
（2012）
田中秀和、武井 泉、開発援助と技術開発、季刊　
政策・経営研究、３, 159-176（2009）
Wikipedia 「スバル360」http://p.tl/kRAY（2013
年６月30日閲覧）
薬師寺泰蔵、「テクノヘゲモニー　国は技術で起こ
り、滅びる」、中公新書914（1989）
－ 179 －
地球環境問題の解決に向けたアプローチ人間科学研究　第26巻 第２号　163－179（2013）現代技術社会においてなぜ「適正技術」思考が必要か
【堀尾　正靱（ほりお　まさゆき）プロフィール】
経歴
1943年生まれ。
1974年　名古屋大学大学院工学研究科単位取得退学
　　　　名古屋大学工学部、教務員、助手
　　　　ウエストバージニア大学博士研究員
　　　　　（1974－76）
1982年　東京農工大学教授
2008年　東京農工大学名誉教授
　　　　早稲田大学客員教授
　　　　科学技術振興機構（JST）・社会技術研究
開発センター領域総括
2010年　龍谷大学政策学部教授
専門分野・活動・著作
環境・エネルギー・バイオマス技術および適正技術
政策・社会技術論等に関する研究開発に従事。
『流動層ハンドブック』堀尾正靱・森滋勝編著、培
風館、1999
『環境―設計の思想』（共著）、東信堂、2007
小林久、堀尾正靱（編著）、『地域分散エネルギーと「地
域主体」の形成―風、水、光エネルギー時代の主
役を作る』、公人の友社、2011
現職
東京農工大学名誉教授、工学博士
龍谷大学政策学部教授
早稲田大学環境総合研究センター招聘研究員
早稲田大学W-BRIDGEプロジェクト代表代行
早稲田大学環境総合研究センター研究院客員教授
　（2008．4―2012．3）
科学技術振興機構（JST）・社会技術研究開発セン
ター（RISTEX）研究開発領域総括
成蹊大学理工学部非常勤講師
